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ロシアにおける本源的蓄積の特質
岡田 進
はじめに
今やG8の一員でもあるロシアが，その成熟の程度は別として，資本主
義国であることを否定する者はいまい。しかし1991年のロシアの転換にさ
いして，資本主義への移行が正式に目標として掲げられたことはなかっ
た。それは，市場化と民主化という，「ソ連社会主義」の改革の延長であ
るかのように理解され，また喧伝された。この転換を主導したエリツィン
を始めとする指導部自体が，かつての共産党のエリート達であり，「新ロ
シア革命」などと呼ばれているにもかかわらず，この「革命」でどの階級
がどの階級を打倒したのかも一向に不分明であった。
言うまでもなく，資本主義の基本的特徴は，発展した商品生産とそれに
もとづく資本＝賃労働関係にあり，ロシアで資本主義が新たに出現したと
いうことになれば，原初的資本家のもとでの貨幣的富の集積と直接的生産
者の生産手段からの分離＝賃労働者の創出を内容とするいわゆる本源的蓄
積の過程が存在しなければならない。もっとも，すでに「ソ連社会主義」
自体が何らかの意味で資本主義であったという，一部で行われている規定
に立てば叫「ソ連社会主義」はそのままロシア資本主義に直結すること
1)大谷禎之介ほか編『ソ連の「社会主義」とは何だったのか』（大月書店， 1996
年）； P.チャトパデイヤイ（大谷禎之介ほか訳）『ソ連国家資本主義論』（大月書店，
1999年），など。
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になり，特別な本源的蓄積の時期は不必要ということになるかも知れない。
しかし少くとも，全面的に国家化され，中央集権的指令的計画化のもとで
価値法則の規制的作用が否定されていた経済を資本主義（たとえ国家資本
主義であろうと）と規定することは，その定義からして不合理であろう。
資本主義への移行には資本の本源的蓄積の過程が不可欠であるとして
も，もちろん，現代ロシアにおけるこの過程は，歴史上存在した独立小商
品生産者の両極分解を基軸とする古典的な本源的蓄積過程とは大いに趣を
異にしている。それは，何よりもまず，封建制の解体期にではなく，ポス
ト「社会主義」の時期に，手工業的家内生産ではなく，発展した大工業を
基盤として生じたものである。すでにそこには，高度に集積された生産手
段と大量の熟練労働力とがいわば出来合いの形で存在していた。それはま
た資本主義世界経済の環境の中で，国際金融資本の強い影響のもとで行わ
れた。
同時に，ここには歴史上の本源的蓄積と共通する現象も認められる。生
産手段と労働力との強行的分離の過程ではやはりある種の暴力が主要な役
割を演じ，広範な住民が生活基盤を奪われて窮乏化した。自然成長性が支
配する中で，不等価交換，投機，詐欺輛着が蔓延し，国家もまたインフ
レーションや特定資本グループヘの支援を通じてこの過程を促進した。
こうした状況を，新古典派的概念規定さながらに，たんに市場経済化と
して説明するのははなはだ皮相的であろう。発展した市場経済は資本主義
経済であるほかはなく，明らかにされるべきは，まさにロシアにおける資
本＝賃労働関係の成立とその特殊性でなければならない。この小論では，
ロシアの体制転換にかかわるある種の「曖昧さ」を払拭するために，「本
源的蓄積」の概念を援用してこの転換の意義を捉え直し，ロシアで「社会
主義」から資本主義への移行がなぜ平和的に行われたのか，闇経済や経済
犯罪がなぜこれほど広がっているのか，貧困化や所得格差の拡大にもかか
わらず抵抗運動がなぜ盛り上がらないのか，ロシアは果して西側的な資本
主義になりうるのか， といった問題を考察してみたい。
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1 「ソ連社会主義」のもとでの所有と管理
(1) 「ソ連社会主義」の基本構造
ロシアにおける本源的蓄積過程を解明する前提として，そもそも「ソ連
社会主義」がいかなる社会経済体制であったかが明確にされる必要があ
る。本源的蓄積過程を通じてはじめて原初的資本家のもとでの資本の集積
と直接的生産者の生産• 生活手段からの分離が実現するとなれば，「ソ連
社会主義」においては，本来の意味での資本も資本家も存在せず，労働者
は生産手段と直接結合していたことになる。実際に，これまで，コルホー
ズと個人副業用の生産手段を除いて，すべての生産フォンドや天然資源は
「社会主義国家」に代表される全人民の財産とされ，直接的生産者として
の労働者はこの国家の一員として，集団労働を通じて社会化された生産手
段と直接結びついているものとされてきた。しかし，もし私的資本主義的
所有の廃絶によって国家の所有に移された生産手段が，個々の労働者が自
己の職場・経営において生産の主人公であり，かつ民主的な制度を通じて
国家統治に関与するという意味で，真に全人民的なものであったとした
ら，どうしてその中から資本家が出現し，社会的富を掠奪するということ
が起りえたのか，また労働者は見す見す自分自身のものであるはずの生産
手段を失い，賃労働者に転化することになったのであろうか。この疑問を
解くためには，実在した「社会主義」のもとでの生産手段の全人民的所有
の内実が明らかにされなければならない。
ソビエト政権初期の労働者統制から労働者管理への試みが，客観的・主
体的条件の欠如から失敗に終った後，成立した「ソ連社会主義」のもと
で，全面的に国有化された企業の管理はもっぱら党・国家官僚の手で行わ
れることになり，労働者は，自己の職場・経営における決定から締め出さ
れ，加えて民主主義を欠いた政治体制のもとで計画化や経済政策の立案か
らも事実上排除されて，たんなる管理の客体としての地位を押しつけられ
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ることになったことは周知のところである。形式的には生産手段は全人民
の所有とされたが，労働者がその実際の使用・処分の過程から排除され，
党・国家官僚がこれを専ー的に行っていたという意味で，実質的には労働
者自身のものではなかった。
但し，このことは，全人民的財産を実質的に管理する官僚が十全な意味
でその集団的＝私的所有者であったことを意味しない。建て前上は，官僚
はあくまで全人民的財産の管理者にすぎず，それを自己の致富化のために
自由に処分したり，相続したりすることはできなかった。管理上の地位か
ら彼らが得ていた種々の特典も一代限りのものであり，また不安定なもの
であった。
他方で，労働者も，建て前としては所有の主体とみなされていた限り
で，国家からの恩恵・保護という歪められた形ではあれ，所有者としての
権利をそれなりに実現した。事実，失業の脅威から解放され，老後を含め
て最低限の生活は保証され，労働時間は短く労働強度も緩やかで，住宅や
教育・医療その他の社会的・文化的サービスも無料かそれに近い形で享受
することができた。同時に，蓄積を優先して消費を極端に切り詰め，生活
水準を圧迫しつつ軍拡競争を進め，経済成長第一主義から環境悪化をも省
みない国家に対して，異義を申し立てることは許されなかった。
このような「ソ連社会主義」が，なぜ，どのようにして成立したかにつ
つてはここでは触れない2)。またこうした社会を何と呼ぶべきかについて
の論議にも立ち入らない3)。いずれにせよ成立した「ソ連社会主義」は官
2) これについては，拙稿「ソ連型『社会主義j体制とその崩壊」（『資本論体系
10 現代資本主義』，有斐閣， 2000年）を参照。
3)ただ一言だけ述べておけば，資本主義の一般的発展傾向から推論された高度に抽
象的なマルクスの社会主義論を基準にして，「社会主義ではなかった」とするのも
意味のあることとは思われない。 20世紀という歴史的発展段階で， しかも資本主義
の発展がとりわけ微弱であったロシアで，マルクスの社会主義像に似せようとして
作った試作品第1号が「ソ連社会主義」であったのであり，栄光と悲惨とに彩られ
たこの「社会主義」建設の歴史を人類史から抹殺すべきではない。
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僚制国家に特有な次のような矛盾を内包していた。
まず官僚は，管理にもとづく利益（地位とそれに付随した特権）を固定
化しようとして，国家予算や補助金の分け取りを行い，全人民の財産を囲
い込んで，外からの介入を許さぬ「独立王国」を作り上げた。この結
果，一見厳格な中央集権的管理のもとで縄張り主義的・閉鎖主義的傾向が
生じ，これによって工業化期や戦中・戦後復興期に威力を発揮したこのシ
ステムの効率はしだいに低下した。さらに官僚は，管理者としての地位は
手に入れるのは困難だが失うのは容易なこと，これに伴う特権を相続でき
ないこと，正式の所有者にならない限りその行動が制約されること，西側
の同様のエリートに比べ経済的に恵まれていないことなどにしだいに不満
を抱くようになった。社会主義の理念への信奉が薄れ，共産党への入党が
立身出世の不可欠の手段になるという事情が，こうした過程に拍車をかけ
た。
他方，生産手段の実質的管理から排除された一般の労働者は，自分のも
のではない国家的資産の効率的運用や増殖への関心を失い，もっぱら恩恵
として上から与えられる福利に安住して積極性や勤労意欲を低めた。これ
は，外延的拡大から内包的拡大への転換が不可避となり，労働者のイニシ
アチブや創造性の発揮を不可欠とする技術革新の新たな段階を迎えていた
時に，決定的にマイナスに作用した。
(2)ペレストロイカの意義と限界
こうした中でゴルバチョフ新指導部が打ち出した危機打開の改革（ペレ
ストロイカ）は二つの方向を目ざした。第1に，それは，労働者を管理の
客体から主体へと転換させ，自己の職場や経営の主人公にし，また党と国
家との癒着の解消や議会制民主主義の導入によって国家統治への勤労者の
引入れにも道を開き，彼らのイニシアチブを解放することによって経済の
活性化をはかろうとした。上からの，また情勢に押されての，及び腰の改
革であったとはいえ，それは「ソ連社会主義」に内在する全人民的所有の
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形式と実質との乖離を埋めようとする方向性をもっていた。これに沿っ
て，企業における労働集団評議会の設置や企業長等の選挙制の導入，情報
公開や市民的自由・権利の保障，複数政党制にもとづく議会制度の導入，
党の主導的地位を定めた憲法上の規定の削除などが進められた。
第2に，ペレストロイカは，全面的に国家化された極端に中央集権的な
経済システムを改め，所有・経営形態の多様性を認め，多ウクラード経済
が機能する形態としての市場メカニズムを容認した。国有企業も大幅な経
営自主権が与えられ，中央の直接的指令によらず，商品生産者として，市
場において利潤に導かれて自律的に生産を行うことが認められることに
なった。これも保守的な中央官僚機構の抵抗に遭ったが，それ自体として
は社会主義の枠内で，その集権的モデルから分権的モデルヘの転換として
構想された。
こうした中で，個人営業や協同組合（そこでは自由価格の制定や雇用労
働の利用が認められた）の容認が，歴史上の本源的蓄積期に見られたよう
な私的蓄積の可能性をはじめて生み出したことは事実である。しかし労働
人口の圧倒的部分はすでに国有企業の労働者・職員であったことから，新
たに生まれた経営に専業者として従事する者の数は限られていた（但し，
ここで成功を収めた者の多くが，高等教育を受けたエリート青年＝コムソ
モール員であったことはよく知られている。彼らは，本源的蓄積期に，進
取の気性を発揮するとともに国家機関とのコネをも利用して財を成し，の
ちに「オリガルヒ」の一翼に加わるものまで現れた）。
突然導入されることになった労働者の経営参加が制度的にも不備で，彼
らの主体的条件も不十分であったことから，企業自主権の拡大は何よりも
企業エリートの権限の拡大となり，中央統制が弱まり，利潤の獲得や得ら
れた利潤の分配が企業でかなり自由に行われるようになって，新たに利益
の一部がこれらエリートによって横領される可能性が生じた。特に企業に
付設された協同組合は，統制されない追加的利潤を企業にもたらし，物不
足に関連した種々の投機的活動とともに企業管理者の私腹を肥やす源泉と
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なった。また当初集権的計画化の廃止に不安を感じていた中央経済省庁の
官僚も，省庁ぐるみの国家コンツェルンや持株会社への再編に新たな転身
の道を見出した凡このように，「社会主義」経済の効率化を目ざしたゴ
ルバチョフ改革は，それ以前から管理者としての利益の拡大を望み，その
ために「社会主義」からの離脱にも心理的準備のできていたエリート官僚
（ノメンクラトゥーラ）に，実際に個人的蓄財や利殖への道を切り開く結
果となったのである5)。
このように，歴史上の本源的蓄積期に見られたような独立生産者（ロシ
アの場合には協同組合員）のもとでの貨幣蓄積，国有企業管理者や経済部
門省管理者における利潤の一部の半ば公然たる私蔵，それに地下から姿を
現した闇業者のもとでの犯罪がらみの貨幣蓄積などが，「ソ連社会主義」
内部で急速に増大した。そしてこれに対する対策が何ら講じられないま
ま，ゴルバチョフ指導部は自壊した。かつて「ソ連社会主義」を支えたノ
メンクラトゥーラは，こうした自壊を歓迎こそすれ，それを押しとどめよ
うとはしなかった。「社会主義」のもとで管理者としての特権を享受して
きた彼らは，今や資本主義のもとでもエリートとして君臨する力を身につ
けていた。まさしくその意味において，「ソ連社会主義」を支えた官僚こ
そが実はその墓掘人となったのである叫
4)例えば，現在ロシア最大の企業「ガスプロム」は，もともと，省庁再編の中でチェ
ルノムイルジン・ガス工業相の働きかけにより， 1989年にガス工業省傘下のすべて
の企業を統合した国家ガスコンツェルン「ガスプロム」として設立された。それは
参加企業とともに国有企業でありながらどの省にも所属せず，営業管理権ではなく
ほぼすべての占有・処分権をもつなど他の企業にくらべて際立っており， 92年11月
に現在のロシア株式会社「ガスプロム」に改組された (JI.II. Ilarrrra. "OJinrapx互".
3KOHOMH<IeCKaH xpOHHKa. 1992-2000. M.,2000, c.77-78.) 
5) JI. コルサス， P.ルイプキナは，ペレストロイカ期のこうした動きを「民営化の
第 1段階」と規定している(A.JI. KocaJic, P. B. PhlBRHHa. Co皿 OJIOr瓦Hrrepexo江a
R PhlHRY B Poccnn. M.,1998, c.68-70.)。
6) こうした理解は， D.M.コッツ， F.ウィア（角田安正訳）『上からの革命：ソ連
体制の終焉』（新評論， 2000年）から示唆を受けた。
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他方，「社会主義」のもとで事実上生産手段から疎外されていた労働者
は，ペレストロイカによってその克服の可能性が与えられたものの，管理
参加を実質化し，さらには官僚に代わって企業の自主管理や民主的国家統
治を実現する能力をもたなかった。「社会主義」時代を通じて自律的な活
動の自由を奪われ，国家の恩恵として保障された受動的な生活に慣らされ
てきた労働者は，下から官僚制の打倒に向うことができず，西側の生活水
準からの立ち遅れの解消を新しい指導者に期待したのである。そしてゴル
バチョフがそれを果しえずして退場した後には，実際には官僚の資本家的
転身を推し進める「急進改革派」政権のポビュリズムに容易に据めとられ
てしまった。当時，労働者の多くは資本主義には拒絶反応を示していた
が，「急進改革派」はそれを察してあえて資本主義への転換を目標に掲げ
なかった。まさにこうした理由から，ロシアで「社会主義」から資本主義
への転換は，密かに，また平和的に行われることになったのである。
2 ロシアにおける資本＝賃労働関係の成立
(1)ノメンクラトゥーラ＝マフィア的資本の形成
ロシアにおける本源的蓄積は，資本家に転身したかつての党・国家官僚
の利益を代表する「急進改革派」政府のもとで，ロシアヘの経済進出を目
論む西側諸国や国際金融機関の助言や支援を受けて，急テンポで進められ
ることになった。まず，営業の自由の承認は，特に資本の回転の速い商
業・飲食業・運送業・サービス業などで私的小企業を籐生させた。しかし
こうした草の根的資本主義は，「転換不況」に伴う需要の落ち込みや引締
め政策による金融困難，また市場インフラの未発達や税制等の法制度の不
備，さらには経験不足やマフィアの介入などによってその発展を抑えら
れ，やがて経営数の増大もストップするなど，歴史上の本源的蓄積期にお
けるような力強い展開を見せなかった。もともと主要産業部門では「社会
主義」から引継がれた大企業体制がすでに確立されており，小企業はいわ
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ば「すき間」での活動に封じこめられ，一部は闇経済とつながっていた。
同時にこうした私企業では，労働組合もなく，労働法の規定をも無視した
過酷な労働条件や長時間労働が特徴的で，それは不規則就業者＝隠れた失
業の受け皿ともなっている”。
ロシアにおける本源的蓄積の他に類例を見ない特徴は，すでに「社会主
義」のもとで国有企業に集積されていた生産フォンドがノメンクラトゥー
ラ＝資本家に二束三文で引き渡されたこと，すなわち全人民的所有のその
管理者達による分け取りが行われたことである。官営工場の民間払下げは
後発資本主義国における原初的資本形成の一形態として歴史上にも存在し
たが，これほど大規模に既存の国家資産の掠奪，生産資本への直接的転換
が行われた例はかつてなかった。このうち小企業は資産価値の1/30といっ
た安値で，競売または公募入札によって経営者や地方ボス＝官僚の手に
渡った。大中企業については株式社会化して株式を民間に売出す方法がと
られた。
この株式会社化を通じての所有の再分配は，全国民に株式の取得権を保
障する「民営化バウチャー」を無償交付することにより，あたかも国民が
全人民的資産の平等な分配に参加できるかのような外見をとって行われ
た。しかし実際には，国民は生活難から，交付されたバウチャーを捨て値
で売却し，株式はこうしたバウチャーを買い集めたノメンクラトゥーラ＝
マフィア的資産家の手に入った。激しいインフレは手許に残ったバウ
チャーの実質価値をも大幅に引き下げ，運よく手に入れたわずかな株式に
もほとんど配当はつかなかった。
これとともに従業員に対する自社株購入のさいの特典付与もなされた。
多くの企業で， 51%以上の株式を部内者に優先的に配分する，特典の「第
7)詳しくは， T.'leTBep互Ha,C. JloMOHOCOBa. Cou;HaJI碑 aaaa皿互IIJ;eHHOCTb
HaeMHhlX pa60THHKOB B HOBOM虫aCTHOMceKTOpe : MH中hlH peaJThHOCTb. "Borrpochl 
<IKOHOMHI田",2001 N2 9; A.'lerrype郡 o,T. 06四 eHHOBa.TpyAOB瓦eOTHOIIIeH皿
Ha pocc皿 CKHXMaJThIX rrpero:ip皿匹紅x."Borrpochl aKOHOMHI直 "2001N24参照。
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二方式」が選択され，一見，労働者を所有者にするかのような外見が生じ
た。しかしこの方式も，企業エリートが，外部投資家の参入を排除して自
己の地位を守るために労働者を抱きこんで自己に有利に株式を集中するた
めの方途にすぎず，彼らは故意に賃金の支払いを滞らせるなどして労働者
の保有株を安く買い集めた。当初こそ労働者の保有する株式の割合は大き
かったが，その後経営者による切り崩しにあってしだいにその割合は低下
した。株式会社の株主構成を見れば，時とともに内部株主の比重が下がっ
て外部の金融機関その他の法人，個人投資家，外国投資家などの比重が高
まる一方，内部株主の中では一般労働者の持株比率が下がって経営者のそ
れが増大していることがわかる凡
「国民的民営化」のスローガンのもとで行われたこうした国有資産の掠
奪の張主人は，「社会主義」時代に企業や部門の管理者として支配的地位
を占め，ペレストロイカ期を経て経済的にも心理的にも資本家的転成への
準備を整えていた企業・国家官僚，党・コムソモール・エリートや，「社
会主義」崩壊前後に公然たる活動の場を得た闇業者・マフィアなどであっ
た。この結果，新たに形成されたロシアの資本家層の中核部分は，初発か
ら，国家との癒着や犯罪性をその特徴とすることになった。また彼らのあ
いだでの所有の分け取りは本質的には投機性を帯び，目標とされた合理的
経営を保障する「効率的所有者」の創出にはつながらなかった。
1994年後半からは，すでに民間に十分な資産家層が形成されたとの前提
に立って，一時的に国家が保有している株式や新たに株式会社化された国
有企業の株式を貨幣で売却する「貨幣的民営化」が開始された。ここでも
「担保式民営化」と呼ばれる欺職的方法が用いられた。政府は財政赤字を
補埴するため金融機関からの借入れに頼ったが，そのさい新たに民営化さ
れる有力企業の株式を担保とした。もちろん政府には返済能力はなく，担
保の処分は債権者たる銀行に認められていたから，銀行はきわめて有利な
8)差し当たり，長砂賓「移行期ロシアにおける『所有と経営』問題」『関西大学商
学論集』第45巻第2号 (2000年6月）参照。
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条件で株式を売却し，あるいは自ら取得して自己の金融＝産業帝国の拡大
に当てることができた。このようにロシアにおいては，既存の生産フォン
ドの再分配という形で，歴史上の本源的蓄積の時期に比べて驚くほど短期
間のうちに，はじめから株式会社形態をとった巨大資本が生み出されるこ
とになった尻
そのほかにも，さまざまなルートで国家によるエリート資本の育成がは
かられた。例えば転換初期に，貿易自由化への経過措置として「集権輸出
入制度」という一種の管理貿易が行われたが，政府は特定業者にこれに従
事する許可証を与え，彼らに大きな利益を保障した。すなわち石油など戦
略的資源の輸出許可を得た「特別輸出業者」（石油，ガス資本など）は，
内外価格差から得られた超過利潤の一部を国庫に収納せず海外に隠匿し，
また政府が輸入した特定外国品の独占的販売権を与えられた一部の業者
も，これによって巨利をあげたIO)。直接国家エリートと結びついた特定資
本グループに対して，人道支援物資の独占的販売権の付与や輸入関税の免
除も行われ，補助金など国家予算資金の恣意的支出も含め，未曽有の汚職
や公金費消がくりひろげられた。
さらにさまざまの投機や詐欺輛着がここでも資本の本源的蓄積を促すテ
コとなった。この点では，「転換不況」に伴う生産の低迷の上に，実体経
済を過度に冷却させた極端な緊縮改策，高度な独占構造のもとで一挙に行
われた価格自由化による激しいインフレーションが，実体経済から遊離し
9) 92年から97年までに， 12万9500の企業が民営化され， 3万の株式会社がつくられ
た。 98年の時点で，私的企業は企業総数の73.9%を占め，そこには労働者総数の
43.2%が就業していた(Pace皿 BI.I;!呻pax.2001. M., 2001, c.78, 158, 164.)。なお，ロ
シアにおける本源的蓄積は，主に所有の再配分として行われたために，全体として資
本の実質的蓄積の増大とはならなかった。経済における固定フォンド（対比価格）は
転換前の80年代には年率5-6%の増大を示したのに対して， 92年を100とする指
数で98年に99.5とむしろ絶対的減少を示している (PoccH立CKI直 CTaTHCT互可ecK互註
e平ero,n;HHK.2001. M., 2001, c.302)。
10)拙稿「ロシアにおける対外開放の現状と問題点」『ロシア・ユーラシア経済調査
資料』第765号 (1996年 2月）参照。
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た金融バブルのための好条件を提供した。すなわちこうした条件のもと
で， 1日ノメンクラトゥーラや闇業者の手許に蓄積されていた貨幣資金は，
生産部面にではなく，高収益の期待できる流通・仲介• 金融部面に向けら
れた。泡沫的な銀行や投資会社の設立が相次ぎ，商品・為替•株式投機が
拡大し，一部の者はこれによって巨満の富を得て金融帝国の基礎を築い
た。銀行は犯罪的資金の洗浄，資本の海外への不法流出にもかかわり，そ
れ自体，遊休資金を金融的投機の部面に汲み移す強力なメカニズムとして
機能した。
最後に，ロシアが20世紀末という時期に，国際金融資本の影響下で本源
的蓄積を行うことになったことは，国内の資本形成過程に独特な刻印を押
した。貨幣資本の一部は「転換不況」のロシアを逃れて海外に流出し（流
出額は年間200億ドル以上と言われる），これが国内産業資本の形成を阻害
している。外国からの対ロシア投資が一部これを補填したが，このうち直
接投資はロシアにおける高い投資リスクを反映して年間40~45億ドル程度
にすぎない。また国際金融機関からの借入れも財政赤字補填が目的で生産
力発展には結びつかず，逆に対外債務負担を増やしている（旧ソ連債務を
含め，年間元利支払額は130億ドル以上）。さらにロシアの世界経済への統
合も，先進諸国の利益に従ってロシアが燃料をはじめとする資源の供給国
としての従属的地位を押しつけられる形で行われており，当該部門の資本
には法外な利潤を保障するとともに，真に国民的利益に沿った合理的な産
業構造の形成を阻害している。
(2)賃労働者の形成
歴史上の本源的蓄積とは異なり，旧ソ連には高い熟練をもった労働力が
大量に存在していたが，労働者は形式的には全人民的生産手段と直接結び
ついており，その限りで自由な労働力としての賃労働者ではなかった。彼
らの賃金は社会の消費フォンドから労働に応じて配分される部分であり，
本質的には労働力の価格としての賃金ではなかった。官僚の意向に従って
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この部分が大幅に圧縮され，軍需や蓄積が優先されたことは事実である
が＂）（国家化された労働組合もこれを容認し，スト権をもたない労働者は
その利益を擁護する場を奪われていた），国有企業あるいは国家とのあい
だで資本＝賃労働関係が成立していたわけではない。従って，労働者の事
実上の無権利状態と国家による労働者保護という歪曲された形態で現れて
いた両者の直接的結合を破壊することなしには，資本主義の成立はありえ
なかった。
草の根的資本にあっては，当初は国有企業の労働者が兼業の形で就業し
ていたが，彼らはしだいに常傭の賃労働者に転化した。しかし先にも触れ
たように，ロシアでは私的小企業の数はごく少く (80~90万），就業者は
経営主を含め全就業人口の 1割程度にすぎない。但し，統計が把握してい
ない不規則就業や闇就業が広く行われているのもこの分野である。
次に，国有企業の民営化は，そこに働く労働者を，売却あるいは株式会
社化された企業の賃労働者にした。労働集団が名目上企業の共同購入者に
なったり，株式の取得に特典を与えられたりしたものの，それが彼らを実
質的な所有者にするものではなかったことは先述の通りである。国有企業
から横すべりした企業長のもとで，同じ職場で働く労働者の地位は，表面
上は変っていないように見えるが，今や実質的にも形式的にも生産手段か
ら切り離された文字通りの賃労働者に転化したのである。その賃金は労働
市場で成立する労働力の価格によって規定され，就業の保障は失われて職
場を失うリスクにさらされることになった。
もっとも，転換後しばらくは，労働者が形式上の所有主体であったこと
にもとづく，「社会主義」時代の労使協調的・温情主義的企業内関係や労
11) 80年代半ばに，ソ連の労働者・職員の賃金は当時の公式レートで月額約240ドル，
購買力平価では150ドル，社会的消費フォンドからの給付を加えてもそれぞれ250-
300ドル， 200ドルであったのに対し，先進諸国の労働者の賃金は1000-2000ドル，
ギリシャ，ポルトガルでも500-1000ドルであった(JI.rap邸OH,3. KJIOIIOB. IloTepH 
H o6peTeH互只BPoccHH邸碑HOCTblX.ToM 1. M., 2000, c.127-128.)。
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働慣行が惰性的に存続した。経営側はできるだけ労働者の解雇や労働•生
活条件の悪化を避けようとし，労働側も国家に対する要求では経営側と協
調しつつ，「社会主義」時代の企業の社会的消費フォンドからの給付や
サービス（住宅や保養施設の保障，種々の経済的援助や生活用品の支給な
ど）が続けられ，職場が確保されるかぎり，賃金の遅配やカットにも甘ん
じたのである。民営化企業が国有時代と変らぬ国家依存体質をもち，その
行動には市場経済になじまぬ特徴が多々見られるのと同様に12), 労働者も
長年の疑似所有者としての状態とそれにもとづく温情主義的保護への依存
から抜け出せず，自由な賃労働者としての階級的地位を自覚することがで
きなかった13)0 
民営化の強行にもかかわらず，なお軍需部門や生産インフラ部門を中心
に国有企業が残されたが，そこでの労働者の地位は外見上「社会主義」時
代と変らなかったとはいえ，転換後の国家専有企業では，労働者はペレス
トロイカ期に認められていた管理参加権を奪われ，国家官僚による専制的
管理のもとにおかれている。政府は，財政難を理由に国有企業労働者を含
む公共部門の働き手に低賃金を押しつけ，賃金の未払いを続けるなど，民
間に率先して反労働者政策をとっている。
労働者はたんに実質的にも形式的にも生産手段から切り離されただけで
なく，国際競争力の確保や外資吸引のため，「社会主義」時代に輪をかけ
た低賃金労働力として解放された。国民生活への配慮を欠いた自由化・市
場化政策により，賃金の上昇率は消費者物価上昇率の1/2以下にとどまり，
12) これについては， P.B.P瓦BKHHa.且paMarrepeMeH. 2-e 1a,n;., M., 2001をはじめ，
主に経済社会学者の手による多くの調査・分析がある。
13)例えば，ロシアにおけるストライキ参加者数は， 1991-94年に年平均21.7万人に
すぎず，ストライキ運動が高まった95-97年でも，就業者1000人当たりのストライ
キ日数は年間61~64日と， 85-92年の先進諸国での340日にくらべてはるかに少な
かった。 96年の意識調査でも，ストライキに対して肯定的な者は20%, 自分の企業
でストライキを行う用意のあるものは12%にとどまっていた (JI.rop,n;OH, 3. 
ぬIOIIOB.YKaa. CO"I., c.221-224.)。
ロシアにおける本源的蓄積の特質（岡田） (357) 119 
1990年を100とする実質賃金指数は99年には35,実質年金指数は31にまで
低下した。当初最低生計費の1/3強であった最低賃金は99年には1/10以下
となり，最低生計費と平均賃金との懸隔も縮まった（最低生計費を 1とす
る倍数は， 92年の3.15から99年には1.67に低下）。仮にこの最低生計費の約
3倍というのが正常な労働力価値であるとすれば，賃金は労働力価値の半
分近くまで切り下げられたことになる。退職した労働者の年金額も大きく
最低生計費を割り込んだ（最低生計費を 1とすると92年に0.84であったの
に対し， 99年には0.49)。何らの補償もなされなかった貯蓄の目減りはさ
らに著しく，事実上無価値となった (1人当り銀行預金は90年を100とし
て99年には 4)14) 0 
同時に，「社会主義」のもとで低賃金を部分的に補償していた国家の社
会的消費フォンドからの各種の貨幣的給付や無料サービスは，財政難や自
助原則に従って大幅に削減され，あるいはしだいに自己負担を伴う保険制
度や有料制に切り替えられた。住宅も民営化されて住民の管理費・修理費
負担が増え，家賃・水光熱費も上昇している。すでに一部の物価は世界水
準に近づいているもとで，月平均算定賃金が公式レートで100ドル前後と
いうロシアの労働者の超低賃金を放置したままで，自由主義的原理にもと
づく社会福祉・公共サービス改革が強行されつつある。ロシアでは，転換
以来，人口の1/3が貧困ライン以下の状態にあるが，それはまた最上・下
層10%間の所得格差が公式にも13~14倍，非公式には20~25倍という，驚
くべき社会の二極化を伴っている。またこの間，出生率が低下し，逆に死
亡率が上昇して，年間80~90万人の人口の自然減が生じている。平均寿命
は64~66歳（男性は58~60歳）に低下した。以上が，本源的蓄積期を通じ
て文字通りの賃労働者に転化した勤労者の状態の一端である。
ロシアにおける資本＝賃労働関係の成立は，労働市場の形成と失業者の
増大に現れている。賃金は労働力需給や企業業績を反映したものとなり，
14)拙著『ユーラシア・ブックレット19 ロシア経済図説」（東洋書店， 2001年） 47 
ペー ジ。
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部門間・ 企業間・職種間の賃金格差が広がっている。新たに設けられた国
家雇用局に登録された公式失業者の数は， 92年の57.8万人から95年には
232.7万人に増加した（手続きの繁雑さや同局の職業斡旋に期待できない
ところから99年には126.3万人に減少）。同時に，登録しないで事実上職が
なく求職活動を行っている者を含むILO基準の失業者はこれを上まわっ
て増大しており (92年に387.7万人， 99年には909.4万人），労働力人口に占
めるその割合は5.2%から12.6%に上昇した15)。もっともこの数字でも経済
全体の落ち込み（工業生産は半減，固定投資は1/3の水準に低下）に比べ
て軽微であるとも言えるが，これは先述のように，従来の労使協調的慣行
から経営側が極力解雇を抑制し，労働側も賃金を犠牲にしても雇用確保を
求めていることによるものである。この結果，企業は相変らず「社会主
義」時代からの「過剰雇用」を維持し（これによる高い労働コストを低賃
金で補う），労働者は企業に籍を残しながら強制無給休暇期間中に他の仕
事に従事して不足する賃金をカバーしている。これがいわゆる「隠れた失
業者」である。
結び
共産党の活動停止とゴルバチョフ退陣により，「ソ連社会主義」の改造
の可能性は最終的になくなり，ロシアの「急進改革派」政府は，旧ノメン
クラトゥーラを国家資産の完全な所有者にするとともに自由な低賃金労働
力をつくりだすのに最も適した自由主義的改革モデルを採用して，急激に
資本主義への移行を進めることになった。このさい，政府は，ゴルバチョ
フ改革を継承するように装って，民主化を求めながら資本主義にはなお拒
絶反応を示す国民を自らの側に取り込むことに成功した。「ソ連社会主義」
のもとで上から恩恵を受ける受動的な存在と化していた労働者は，新しい
15) Pace皿 B四 q>pax.2001., c.26,77. 
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指導者によって西側的な生活水準が保障されるかのような幻想をもちつづ
けた。彼らはノメンクラトゥーラによる所有の分割にも傍観者的であった
が，このことは，「全人民的所有」が彼らにとっていかに形式的なものに
すぎなかったかを証明している。かくして特異な「社会主義」から資本主
義への体制転換は，さしたる抵抗を招くことなく，平和的に実現されるこ
とになった。
またロシアにおける本源的蓄積の過程が歴史上のそれに比べて時間的に
極端に短縮されたのは，何よりも「社会主義」国有企業に集積されていた
大量の生産フォンドと労働者が，そのまま新しい私的所有者の生産資本と
賃労働者に転化したためである。さらにこの過程がとりわけ犯罪的であっ
たのは，ほかならぬ「社会主義」時代のエリート官僚が新しい所有者に転
身した事実を，国民の眼から隠さなければならなかったためである。この
「大罪」の前では，マフィアや闇業者の犯罪もまた不問に付されることに
なった。
資本の本源的蓄積は資本＝賃労働関係の確立によって終了し，やがて本
来的な資本主義的蓄積にとってかわられることになる。暴力的な形態での
所有の分割が一段落し，法制度や市場インフラがしだいに整備され，投機
的活動も弱まって，銀行に蓄積された貨幣資本もようやく実体経済に向い
始める。ロシアにおける本源的蓄積の一応の終了の画期となったのは，
1998年の金融危機を契機とするバブルの崩壊であり，その政治的反映はエ
リツィンの退陣と強い国家と法の支配を掲げるプーチンの登場であった。
それ以降，生産はようやく増勢に転じ，長年の財政赤字も解消されるに
到った。しかしなお現時点では，成長も資源輸出価格の高騰に支えられた
底の浅いもので，投資の本格的な盛り上りは見られず，金融制度も実体経
済に奉仕するものに改編され終っていない。その意味でロシア経済はまだ
正常な資本主義的蓄積の軌道に完全に移し替えられたとは言い難い16)。
しかも本源的蓄積の特質は，その後の資本主義の性格にも本質的な影響
を与える。かつて本源的蓄積の特質によってイギリス・フランスなどの先
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進資本主義とドイツ・日本などの後発資本主義との類型的差異が規定され
たのと同様に，先に見たロシアの本源的蓄積の特質は，西側諸国とは異な
る資本主義の型を生み出すことになろう。これについてはここでは詳説し
えないが，本源的蓄積の特質から導かれるロシア型資本主義の特殊性とし
て，以下のような点を挙げることができよう。①極端な低賃金にもとづく
大衆消費購買力の低水準とこれによる国内市場の狭監性，②輸出向け資源
採取部門の肥大化と製造業の相対的劣位に見られる生産構造のアンバラン
スと，それにもとづく技術水準・国際競争力の低位と世界経済への従属
性，③中小企業の広い裾野を欠き，クラン的寡頭制グループが支配する大
企業体制とその根強い国家依存体質，④闇経済の大きな比重と経済全般の
犯罪化，⑤極端な階層間所得格差やモスクワー点集中的地域間経済格差の
存在，⑥企業における資本による権威主義的労働者支配（但し，一定期
間，一見これとは対立するが，労働者の非自律性という点では同根の，温
情主義的労使関係も存在する）。
この最後の点について言えば，企業が市場の条件に適応し，抱えている
過剰雇用の整理や労働者への社会的サービスの削減など，それに応じた再
編を迫られるようになるにつれて，労使協調的・温情主義的労使関係もし
だいに維持しがたいものとなり，これに伴って労働者も階級としての自覚
を高めることになろう。その場合，労働者にとって特別に耐え難く不公正
な，本源的蓄積のロシア的特質に規定された上記のロシア資本主義の特異
性が，温情主義への幻想を破られた彼らの抵抗をよりラデイカルなものに
する可能性がある。極端な格差構造と犯罪体質をもったロシア資本主義
を，公正で民主的なものに変革することを目ざす労働者の闘いは，やが
16) この点について小野一郎氏も， 98年金融危機を境に「資本主義が基本点では形成
を見た」とされつつ，「体制転換完了局面の到来とみなすのは早計」とされ，その
第一階梯を終えたにすぎないと述べられている（小野一郎「ロシアにおける資本主
義の復活とその特異性」『立命館大学人文研究所紀要』第76号 (2001年3月）， 101-
102ペー ジ）。
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て，それを規定した本源的蓄積のあり方そのものの批判へと進み，かつて
「社会主義」時代に奪われた所有を名実ともに労働者の手に取り戻す契機
をも含むものとなるかも知れない17)。
17) なお個別企業の事例にとどまっているとはいえ，こうした労働運動の新たな動向
については， HarryT互 Kpa6oqeMy KOHTPOJIIO r caMoyrrpaBJieHHIO TPY/:¥HI皿 XCH.
r皿 pe且.A. KoJiraHOBa, 3. Py仄皿a,八.CrrMoHca. M., 2001.; A. M. Ka且Ba.
Cou;rraJIらHO-TPYJ:¥OB瓦 eKOH巾JIHKT瓦 BcoBpeMeHHOli Poccrrrr. M., CaHKT-
I1eTep6ypr, 2002. 参照。
